
法改正を踏まえた実務について

兵庫働き方改革推進支援センター

社会保険労務士 山本陽子

兵庫労働局委託事業

二次利用・商用利用禁止
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内 容

2024年
4.1～

労働条件明示のルールの改正

時間外労働の上限規制の適用開始

2023年
4.1～

割増賃金率の引上げ



令和６年４月から
労働条件明示のルールが

改正されます

二次利用・商用利用禁止
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4二次利用・商用利用禁止

新しく追加される事項



5二次利用・商用利用禁止

労働契約期間について

有期労働契約とは、契約期間に定めのある労働契
約のことをいいます。 １回の契約期間の上限は、
原則として３年です。

無期労働契約とは、契約期間に定めのない労働契
約のことをいいます。 なお、定年が定められてい
る場合は、その年齢に達するまで雇用が継続され
ます。

有期労働契約

無期労働契約



6二次利用・商用利用禁止

無期転換ルール ①

同一の使用者（企業）との間で、有期労働契約が５年を超えて更新さ
れた場合、有期契約労働者（契約社員、アルバイトなど）からの申し
込みにより、無期労働契約に転換されるルールのことをいいます。
有期契約労働者が使用者（企業）に対して無期転換の申し込みをした
場合、 無期労働契約が成立します（使用者は無期転換を断ることが
できません）【労働契約法第18条】。



7二次利用・商用利用禁止

無期転換ルール ②

無期転換ルールの適用を意図的に避けることを目的として、無期転換
申込権が発生する前に雇止めをすることは、労働契約法の趣旨に照ら
して望ましいものではありません。
また、有期契約の満了前に使用者が更新年限や更新回数の上限などを
一方的に設けたとしても、雇止めをすることは許されない場合もあり
ますので、慎重な対応が必要です。



8二次利用・商用利用禁止

労働条件の明示とは

労働契約を結ぶ（更新の場合も含む）際、使用者
が労働者に対し、契約期間、就業場所や業務、労
働時間や休日、賃金、退職などに関する事項を明
示することです。

無期転換ルールにより無期労働契約が成立する際、
無期転換後の労働条件を明示する必要があります
【労働基準法第15条】。

労働条件のうち、特定の事項については、書面の交付によ
る明示が必要です。なお、労働者が希望した場合は、書面
の交付によらず、ファクシミリの送信、電子メール等の送
信により明示することも可能です。



9二次利用・商用利用禁止

労働条件明示事項



10二次利用・商用利用禁止

就業場所・業務の変更の範囲の記載例 ①

①就業場所・業務に限定がない場合（例）

就業場所
（雇入れ直後）

仙台営業所
（変更の範囲）

会社の定める場所

従事すべき業務
（雇入れ直後）

広告営業
（変更の範囲）

会社の定める業務

②就業場所・業務の一部に限定がある場合（例）

就業場所
（雇入れ直後）

神戸営業所
（変更の範囲）

兵庫県内

従事すべき業務
（雇入れ直後）

運送
（変更の範囲）

運送および運行管理



11二次利用・商用利用禁止

就業場所・業務の変更の範囲の記載例 ②

③完全に限定（就業場所・業務の変更が想定されない場合）例

就業場所
（雇入れ直後）

旭川センター
（変更の範囲）

変更なし

従事すべき業務
（雇入れ直後）

ピッキング、商品補充

（変更の範囲）

雇入れ直後の従事すべき
業務と同じ

④一時的に限定がある場合
（一時的に移動や業務が限定される場合）例

就業場所
（雇入れ直後）

松江支店

（変更の範囲）

会社で定める支店
（ただし労働者が変更を申し出
た場合はこの限りではない）

従事すべき業務
（雇入れ直後）

企画立案

（変更の範囲）

就業規則に規定する総合
職の業務



12二次利用・商用利用禁止

モデル労働条件通知書
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１、既に雇用されている労働者に対して、改めて新たな
明示ルールに対応した労働条件明示が必要か？

既に雇用されている労働者に対して、改めて労働条件を明示す
る必要はない。新たなルールは４月１日以降に締結される労働契
約について適用される。
もっとも、労働契約に関する労働者の理解を深めるため、再度

の明示を行うことは望ましい取組と考えられる。
また、有期契約労働者については、契約の更新は新たな労働契

約に締結であるため、令和６年４月１日以降の契約更新の際には、
新たなルールに則った明示が必要となる。

労働条件明示等に関する Q＆A
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２、令和６年４月１日を契約の開始日とする契約の締結を
３月以前に行う場合、新たな明示のルールに基づく労
働条件明示が必要か？

労基法第15条の労働条件明示は、労働契約の締結に際し行うも
のであることから、契約の始期が４月１日以降であっても、令和
６年３月以前に契約の締結を行う場合には、改正前のルールが適
用され、新たな明示ルールに基づく明示は不要である。
もっとも、労働条件に関する労働者の理解を深めるため、令和

６年３月以前から新たな明示ルールにより対応することは、望ま
しい取組と考えられる

労働条件明示等に関する Q＆A
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３、有期労働契約の更新回数の上限とは、契約の当初から
数えた回数を書くのか、残りの契約更新回数を書くの
か。また通算契約期間の上限についてはどうか。

労働者と使用者の認識が一致するような明示となっていれば
差支えない。
なお、労働者・使用者での混乱を避ける観点からは、契約の

当初から数えた更新回数又は通算契約期間の上限を明示し、そ
のうえで、現在が何回目の契約更新であるか等を併せて示すこ
とが考えられる。

労働条件明示等に関する Q＆A



16二次利用・商用利用禁止

職業安定法関連の省令改正

• 従事すべき業務の内容

• 労働契約の期間

• 試用期間

• 就業の場所

• 始業・終業時刻等

• 賃金

• 社会保険等の適用

• 使用者の名称

• 派遣労働者である場合は

その旨

• 受動喫煙防止措置

• 従事すべき業務の変更の範囲

• 就業の場所の変更の範囲

• 有期労働契約を更新する場合

の基準に関する事項

（通算契約期間または更新回数

の上限を含む）



令和６年４月から
時間外労働の上限規制が

適用されます

二次利用・商用利用禁止
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18二次利用・商用利用禁止

適用猶予事業・業務①

事業・業務 猶予期間終了後の取扱い（2024年４月以降）

工作物の建設の事業

災害時における復旧及び復興の事業を除き、上限
規制がすべて適用されます。

災害時における復旧及び復興の事業には、時間外
労働と休日労働の合計について、月100時間未満、
２～６ヶ月平均80時間以内とする規制は適用されま
せん。

自動車運転の業務

特別条項付き36協定を締結する場合の年間の時間
外労働の上限が年960時間となります。
時間外労働と休日労働の合計について、月100時
間未満、２～6ヶ月平均80時間以内とする規制が適
用されません。
時間外労働が月45時間を超えることができるのは
年６ヶ月までとする規制は適用されません。



19二次利用・商用利用禁止

適用猶予事業・業務②

事業・業務 猶予期間終了後の取扱い（2024年４月以降）

医業に従事する医師

特別条項付き36協定を締結する場合の年間の時間外・
休日労働の上限が最大1860時間（※）となります。
時間外労働と休日労働の合計について、月100時間未満、
２～6ヶ月平均80時間以内とする規制が適用されません。
時間外労働が月45時間を超えることができるのは年６ヶ
月までとする規制は適用されません。

医療法等に追加的健康確保措置に関する定めがありま
す。
※特別条項付き36協定を締結する場合、特別延長時間の上限（36協定上定めること
ができる時間の上限）については、
Ａ水準、連携Ｂ水準では、年960時間（休日労働含む）
Ｂ水準、Ｃ水準では、年1,860時間（休日労働含む） となります。

なお、医業に従事する医師については、特別延長時間の範囲内であっても、個人に
対する時間外・休日労働時間の上限
として副業・兼業先の労働時間も通算して、時間外・休日労働を、
Ａ水準では、年960時間/月100時間未満（例外的につき100時間未満の上限が適用さ
れない場合がある）
Ｂ・連携Ｂ水準・Ｃ水準では、年1,860時間/月100時間未満（例外的に月100時間未満
の上限が適用されない場合が

ある）とする必要があります。



20二次利用・商用利用禁止

新様式 36協定届（時間外労働・休日労働に関する協定届）

令和６年３月３１日まで適用猶予されていた
事業・業務の３６協定届は以下の通りに変更となります。

建設事業

（災害時における復旧
および復興の事業）
を含む場合

一般条項 様式９号の３の２

特別条項 様式９号の３の３

自動車運転の業務
を含む場合

一般条項 様式９号の３の４

特別条項 様式９号の３の５

医業に従事する医師
を含む場合

一般条項 様式９号の４

特別条項 様式９号の５

建設事業で

災害時の復旧・復興
の事業を含まない
場合は

様式９号 または
様式９号の２



21二次利用・商用利用禁止

自動車運転業務を含む 36協定届 １枚目

２週間の欄が無い自動車運転者と

それ以外の業務の従業員を
同じ様式に １箇月の上限は４５時間

②の場合は４２時間

１年の上限は３６０時間
②の場合は３２０時間



22二次利用・商用利用禁止

自動車運転業務を含む 36協定届 特別条項

自動車の運転業務
労働者の欄

自動車運転の１年上限は９６０時間
それ以外は１年上限７２０時間

自動車運転以外は６回
自動車運転は任意



23二次利用・商用利用禁止

36協定届出までの流れ

① 時間外労働および休日労働に関する協定を締結

② 様式９号の３の４を作成

１か月４５時間・１年３６０時間以内の
時間数とする場合

② 様式９号の３の５を作成

１か月４５時間・１年３６０時間を超える
時間数とする場合

③ ②の様式に①の協定書を添付し、
労働基準監督署に届出

（原本）

様式第９号の３の４
または

様式第９号の３の５
②

（写）

時間外労働及び休日労
働に関する協定書

①



割増賃金率引き上げについて

二次利用・商用利用禁止
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種類 支払う条件 割増率

時間外

法定労働時間を超えたとき
（１日８時間・週４０時間等）

２５％以上

時間外労働が限度時間を超え
たとき（１か月45時間・１年360
時間等）

２５％以上
※

時間外労働が
１か月６０時間を超えたとき

（猶予）

２５％以上

休日 法定休日に労働させたとき ３５％以上

深夜
２２時から５時までの間に労働
させたとき

２５％以上

※２５％を超える率とするよう努めることが必要です。

割増率

２５％以上

２５％以上※

５０％以上

３５％以上

２５％以上

２０２３年４月１日から
労働させた時間について

二次利用・商用利用禁止

割増賃金率が変わりました
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月60時間を超える法定時間外労働に対しては、使用者は５０％以上

の率で計算した割増賃金を支払わなければなりません。

深夜労働との関係

月６０時間を超える時間外労働を深夜（２２：００～５：００）の
時間帯に行わせる場合、深夜割増賃金率２５％＋時間外割増賃金率
５０％＝７５％ となります。

休日労働との関係

月６０時間の時間外労働時間の算定には、法定休日に行った労働
時間は含まれませんが、それ以外の休日に行った労働時間は含ま
れます。

二次利用・商用利用禁止

深夜労働・休日労働の取扱い
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第〇〇条 （割増賃金）

時間外労働に対する割増賃金は、以下の割増賃金率に基づき、

次項の計算方法により支給する。

（１）１か月の時間外労働の時間数に応じた割増賃金率は、

次のとおりとする。

①時間外労働６０時間以下･･･････２５%

②時間外労働６０時間超･････････５０%

割増賃金率の引き上げに合わせて就業規則の変更が必要となる場合があります。

就業規則の記載例

二次利用・商用利用禁止

就業規則の変更
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固定給
歩合給

①固定給 時間外割増賃金
②固定給 〃（60時間超）
③固定給 深夜割増賃金
④歩合給 時間外割増賃金
⑤歩合給 〃（60時間超）
⑥歩合給 深夜割増賃金

・所定労働時間 １７０時間
・時間外労働時間 ６５時間（うち深夜労働時間 １５時間）
・総労働時間（所定労働時間＋時間外労働時間） ２３５時間

１５３，０００円
９４，０００円

６７，５００円
６，７５０円
３，３７５円
６，０００円
１，０００円
１，５００円

①153,000÷170×1.25×60時間

②153,000÷170×1.5×5時間

③153,000÷170×0.25×15時間

④94,000÷235×0.25×60時間

⑤94,000÷235×0.5×5時間

⑥94,000÷235×0.25×15時間

合計 ３３３，１２５円

固定給＋歩合給制

二次利用・商用利用禁止

給与計算例
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二次利用・商用利用禁止

賃金の請求権

付与された年次有給休の時効は
２年のままです。
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二次利用・商用利用禁止

兵庫働き方改革推進支援センター
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